










































































 (a)  軍事演習の事前通報（兵力 2万 5千以上の規模の演習―海・空軍との合同演習
を含む―を21日前に相互通報）
    適用地域は、欧州内の領域および隣接する海・空域、欧州以外の領域を持つ国
は、他の欧州の参加国との国境から250キロ以内の領域
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 (b)  視察（総兵力17000以上の軍事活動、あるいは兵員5000以上の揚陸作戦または
パラシュート強襲作戦の場合、全加盟国に視察員の招聘を連絡する。視察員 1
国 2名まで、招聘受諾回答は招聘状到着から21日以内など）。
 (c)  年間計画の通報（毎年11月15日までに、次年に計画のある事前通報の必要な軍
事活動を交換）。


































































































  原則として 5年に 1度、招聘
 軍人間の接触および協力プログラム






    空軍基地訪問の他、軍事施設、部隊への訪問、あるいは軍事活動の視察（本
文書の閾値以下の規模）に、可能な限り、5年に 1度、招聘。






























































 1．  加盟国は任意で、国家およびトランスナショナルな ICT関連の脅威に関する見
解を提供する。その範囲は国家の裁量による。
 2． 加盟国は任意で、本問題を所掌する国内の機関の間の情報交換を促進する。




 4．  加盟国は、任意で、オープンで相互運用可能で保秘され、信頼できるインター
ネットを確保するための方策に関する情報を共有する。




 6．  加盟国は任意で、ICTがテロリストや犯罪に用いられることに対処するための
二国間協力の国内法制を制定することを奨励される。
 7．  加盟国は、任意に、ICT関連の、官民間の協力を含む、国内機関、戦略、政策、
プログラムに関する情報を共有する。その範囲は加盟国の裁量による。





 9．  合意された用語が欠如しているための誤解のリスクを低減し、対話を継続す
るため、加盟国は、第一歩として、任意で国内の関連用語の説明と定義とと
もに提出する。長期的には、加盟国は一致した用語集を作る。
 10．  加盟国は任意で、とくにOSCEのコミュニケーション・ネットワークを用いて
意見交換する。









 1．  緊急事態が広がっていると判断する加盟国は、当該事態に関係する国に理由
を示し、説明を求める。
 2． 説明を求められた国は、48時間以内に関連情報を提供。
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2011, Nomos, Baden-Baden, 2013, pp.201-223.
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ed., OSCE Yearbook 2008, pp.223-231.
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